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１．町田市における総合事業の概要
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総合事業とは、介護保険法第115条の45第1項に基づく地域支援事業の一つで、市町村が中心となって、地域の実情に
応じた、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進す
るものです。

総合事業の構成

総合事業の趣旨

（１）効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス展開による要支援状態からの自立の促進や重
症化予防の推進を図る。

（２）ケアマネジメントの中で、本人が目標を立て、その達成に向けてサービスを利用しながら一定期間取り組み、
達成後は、より自立へ向けた次のステップに移っていく。

【移行後】

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～2、それ以外の方）

■ 介護予防給付（要支援1～2）

（１）介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・介護予防ケアマネジメント など

（２）一般介護予防事業
・介護予防把握
・介護予防普及啓発
・地域介護予防活動支援
・一般介護予防事業評価
・地域リハビリテーション活動支援 など

地
域
支
援
事
業

【現行】

◆介護予防事業

◆介護予防給付
（要支援1～2）

訪問看護
福祉用具
住宅改修
ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
短期入所 など

訪問介護
通所介護

（１）一次予防事業
・介護予防普及啓発

・地域介護予防活動支援

（２）二次予防事業
・二次予防把握
・訪問型介護予防
・通所型介護予防
・二次予防事業評価

地
域
支
援
事
業

１ 町田市における総合事業の概要 総合事業の構成と趣旨
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※給付管理を行うのは 現行相当 と サービスA のみです。

サービス種別

事業者によるサービス

地域活動団体型サービス
（サービスB）

短期集中型サービス
（サービスＣ）国基準型通所サービス

（現行相当）

市基準型通所サービス（サービスＡ）

一体型
（通所介護等との一体実施）

単独型

サービス概要
現行と同様（送迎、入浴、食事、相談・
助言、機能訓練、レクリエーション等）

・通所介護等と一体で実施する「一体型」と、市基準型のサービスのみを行う
「単独型」を設定

・サービス形態として、短時間で実施する運動型サービスを想定し、特に単独型
では、運動器機能向上プログラムの実施を義務付け

・単独型は、要介護者等へのサービスと明確に分けて実施
（別の部屋で実施、時間帯を分けて実施、曜日を分けて実施等の方法による）

運動や趣味など、住民主体
の団体が行う通いの場

週１回の専門職（健康運動指導士等）指導
の下でのトレーニング

利用者の目安

右記に当てはまらないケース
１.既に介護予防通所介護を利用しており、

継続が必要なケース
２.サービスＡ・Ｂ等の多様なサービスの

利用が難しい・不適切なケース
例）認知症、退院直後、専門職の指導が必

要、脳梗塞、うつ、パーキンソン、ト
ラブル懸念ありなど専門職のケアが必
要なケース

※状態等を踏まえながら、多様なサービス
の利用を促進していくことが重要。

こちらのラインナップの中から状態に合わせて選択

【サービスBとの差異】
例）送迎が必要なケース、専門職の関与

が必要なケース、など住民主体によ
るサービスには馴染みにくく、介護
保険事業所など法人によるサービス
が必要なケース など

例）
健康運動指導士等の専門職の関与が必
要なケース など

例）
閉じこもり防止、生活不
活発化防止、ADL自立、
居場所・生きがいづくり
などの支援が必要なケー
ス

１.短期間（３ヶ月程度）の短期集中介入に
よって生活機能改善が見込めるケース

２.生活機能の改善に向けた意思が明確であ
るケース

例）体力の改善に向けた支援が必要なケー
ス、ADL、IADLの改善に向けた支援が
必要なケース、専門職（ＯＴ・ＰＴ・
栄養士）の関与・指導が必要なケース
など

実施方法 事業者指定 事業者指定 事業者指定 登録（補助） 委託

サービス提供者 現行の指定介護事業者 現行の指定介護事業者
現行の指定介護事業者
／新規参入の事業者

住民主体の団体 未定

利用者負担額 原則、1割負担（一定以上の所得の利用者は2割負担） 団体が設定 教材費等実費負担分

報酬単価

○要支援1・事業対象者（週1回程度）
1,647単位／月

○要支援2（週1回程度） 1,688単位／月
○事業対象者、要支援2（週2回程度）

3,377単位／月

○要支援1・事業対象者（週1回程度）
1,391単位／月

○要支援2（週1回程度） 1,426単位／月
○事業対象者、要支援2（週2回程度）

2,852単位／月

○要支援1・事業対象者（週1回程度）
1,611単位／月

○要支援2（週1回程度） 1,644単位／月
○事業対象者、要支援2（週2回程度）

2,988単位／月

未定 未定

＜平成29年4月から開始予定の通所型サービスの概要＞

１ 町田市における総合事業の概要 通所型サービスの概要
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＜地域活動団体型サービス（サービスB ）利用にあたっての注意点＞

国基準型
（現行相当）

市基準型
（サービスA）

地域活動団体型
（サービスB）

短期集中型
（サービスC）

国基準型
（現行相当）

× △ ×

市基準型
（サービスA）

× ○ ×

地域活動団体型
（サービスB）

△ ○ ○

短期集中型
（サービスC）

× × ○

高
サービスB

通いの場

現行相当サービス
低

低 高

日常生活支援・機能訓練

町田市の通所型サービスにおける利用者の目安（イメージ図）

通いの場

運

動

機

能

認知機能・生活機能・他者との交流

住民主体に

よる地域活

動団体型

サービス
(サービスＢ)

一般介護予防事業

短
期
集
中
型
サ
ー
ビ
ス

（
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

運

動

機

能

国
基
準
型
通
所
サ
ー
ビ
ス
（
現
行
相
当
）

市基準型通所サービス

（サービスＡ）

１ 町田市における総合事業の概要 通所型サービスの併用と利用者の目安について

〈通所型サービスの併用について〉 〈利用者の目安について〉

利用者の状態や受入団体とのマッチング状況を加味した上での利用と

なります。
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町田市では、平成29年4月1日から、１年間をかけて市内全域で総合事業へ移行していきます。

平成29年3月31日以前に要支援認定を受けていた方は、4月1日以降、新たに要支援認定を受けるまで

は、従来の介護予防給付によるサービス（訪問・通所）を利用し、更新後に総合事業のサービスを利

用することになります。

現在の認定有効期間
H28.4.1～H29.3.31

H29.4.1
（総合事業開始）

現在の認定有効期間
H28.10.1～H29.9.30

現在の認定有効期間
H29.3.15～H30.3.31

H30.4.1
（総合事業完全移行）

H29.10.1

H29.4.1から総合事業

H29.10.1から総合事業

H30.4.1から総合事業

H29.9.30まで予防給付

H30.3.31まで予防給付

＜介護予防給付から総合事業のサービスへの移行例＞

例1

例3

例2

○「介護予防訪問介護」及び「介護予防通所介護」は平成30年3月31日で終了します。

○総合事業開始から１年間をかけて完全移行するため、平成30年3月31日までは、介護予防給付
（訪問・通所）の利用者と総合事業の利用者が混在します。

注意点

１ 町田市における総合事業の概要 町田市での総合事業の移行の方法
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要支援認定の有効期間終了時に、認定更新を行わずに基本チェックリストを実施し、事業対象者に

該当した場合の基本的な手続きは以下のようになります。

①町田市から認定更新の通知を2月初旬に発送
（総合事業、基本チェックリストに関する案内を同封。

基本チェックリストは同封されません）

②利用者とマネジメント実施者で、利用するサービス等に
ついて相談のうえ、基本チェックリストの実施を選択

③事業対象者に該当

④サービス開始前に町田市へ以下の書類等を提出
・基本チェックリスト（原本）
・介護予防ケアマネジメント届出書
・被保険者証

⑤町田市から被保険者証を交付
（「認定の有効期間」が4月1日～）

⑥4月以降、総合事業のサービスの利用を開始

平成29年 ２月 ３月 ４月 ５月

利用
手続き

認定有
効期間

被保証

区分

利用可
能サー
ビス

基本チェックリスト実施
（事業対象者） 届出書

認定有効期間終了日の
翌月1日付の日付で提出

3／31
認定期間終了

4／1～
事業対象者

2／初
更新案内通知

交付（事業対象者）

要支援者 事業対象者

予防給付のサービスのみ 総合事業のサービスのみ

（例）要支援１の認定を受けていて、認定有効期間が平成29年3月31日までの方の場合

１ 町田市における総合事業の概要 総合事業への移行手続きについて

被保険者証の
提出は不要です
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事業費の審査・支払い

事業費の請求に対する審査・支払いは、国保連合会に依頼することを予定しています。
そのため、請求に関する事務の流れは、基本的に変更はありません（介護予防ケアマネジメント費を除く）。

請求における留意点

○総合事業のサービスコードは、予防給付とは別
のサービスコードとなります。

○平成30年3月31日までは、予防給付の利用者と
総合事業の利用者が混在します。

予防給付の利用者には従来どおりのサービス
コードで、総合事業の利用者には新たな総合事
業のサービスコードで請求する必要があります。

介護予防ケアマネジメント費の請求について

○これまでの介護予防支援費の請求・支払の流れ
から変更となります。

（別途高齢者支援センター対象の説明会を実施予定）

総合事業の
事務処理の流れ

＜利用者が予防給付と総合事業のサービスを利用する場合＞

１ 町田市における総合事業の概要 総合事業の請求事務等について（概要）
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住所地特例対象者による総合事業のサービス利用については、予防給付の介護予防訪問介護等が総
合事業へ移行されること等を踏まえて、より円滑にサービスを受けることができるように、施設所在
市町村が行うものとされています（介護保険法第115条の45第1項参照）。

サービス提供事業者
施設所在市町村が
指定する事業者

費用の額 施設所在市町村が定める額

費用負担 保険者市町村

ケアマネジメント
実施者

施設所在市町村の
高齢者支援センター

（従前は保険者市町村の
高齢者支援センター）

※介護予防支援と同様、介護予防ケアマネジメントは委託が可能

総合事業における
住所地特例対象者の
審査支払の流れ

＜住所地特例対象者に関する事務の整理＞

１ 町田市における総合事業の概要 住所地特例対象者の総合事業の利用について

平成27年度
より変更
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２．総合事業のサービスコード等
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総合事業では新しいサービスコードを使用します

町田市では、平成29年4月1日から総合事業を開始します。総合事業開始以後に、新規・区分変更・更新
により要支援認定を受けた方及び基本チェックリストにより事業対象者となった方については、総合事業
のサービスコードを使用します。

平成29年度はサービスコードが混在します

総合事業開始以前より要支援認定を受けていた方については、総合事業開始以後の認定の更新等までは、
従前の介護予防訪問介護・介護予防通所介護のサービスコードを使用します。

そのため、平成30年3月31日までは、予防給付の利用者と総合事業の利用者が混在します。

予防給付の利用者には従来どおり
のサービスコードで、総合事業の利
用者には新たな総合事業のサービス
コードで請求する必要があります。

市区町村によってサービスコードが異なります

総合事業では、市区町村によって、サービスコードや基準等が異なります。

町田市内の事業者が他市区町村の被保険者（住所地特例対象者を除く）に対してサービスを提供する場
合は、当該市区町村の基準等により、当該市区町村の設定するサービスコードを使用します。

逆に、町田市外の事業者が町田市の被保険者（住所地特例対象者を除く）に対してサービスを提供する
場合は、町田市の基準等により、町田市のサービスコードを使用します。

予防給付のコードを使用

総合事業のコードを使用

２ 総合事業のサービスコード等 サービスコードについて
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サービス種別 国基準型通所サービス（現行相当）

市基準型通所サービス（サービスA）

一体型
（通所介護等との一体実施）

単独型

算定単位の
取扱い

月額包括報酬（月単位定額報酬）

報酬単価

○要支援1、事業対象者（週1回程度）
1,647単位／月

○要支援1、事業対象者（週1回程度）
1,391単位／月

○要支援1、事業対象者（週1回程度）
1,611単位／月

○要支援2（週1回程度）
1,688単位／月

○要支援2（週1回程度）
1,426単位／月

○要支援2（週1回程度）
1,644単位／月

○事業対象者・要支援2（週2回程度）
3,377単位／月

○事業対象者・要支援2（週2回程度）
2,852単位／月

○事業対象者・要支援2（週2回程度）
2,988単位／月

加算・減算 現行の介護予防通所介護と同様

生活機能向上グループ活動加算／運動器機能向上加
算（※1）／栄養改善加算／口腔機能向上加算／選択
的サービス複数実施加算（※2）／介護職員処遇改善
加算／利用者の数が利用定員を超える場合、看護・
介護職員の員数が基準に満たない場合（×70％）／
事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利
用する者に通所型サービスを行う場合（所定単位減
算）

※1 単位数を300単位に増額
※2 上記※1の変更に伴い、一部単位数の変更あり
※事業所評価加算は当面、設定しない

利用者の数が利用定員を超える場合、介護職員の
員数が基準に満たない場合（×70％）／事業所と
同一建物に居住する者又は同一建物から利用する
者に通所型サービスを行う場合（所定単位減算）

※運動器機能向上加算の相当単位数を基本報酬に組込み済

利用者負担 原則、1割負担（一定以上の所得の利用者は2割負担）

サービス
種類コード A6 A7

地域区分 登録保険者の所在地に相当する地域区分（町田市は3級地のため、1単位10.68円（平成29年2月現在））

※3 住所地特例対象者の場合は、受給者台帳に設定した住所地特例の施設所在地の地域区分となります。

（ ※3 ）

２ 総合事業のサービスコード等 通所型サービスの種別とサービスコード等

11



市基準型サービスでは給付割合に応じたサービスコードを使用します

総合事業のサービスのうち、国基準型サービスにおいては、受給者台帳に設定された負担割合を

参照するため、サービスコード上、給付割合の区別はありません（従来の予防給付での算定方法と
同様）。

逆に、市基準型サービス（サービス種類コードが、訪問型サービスの場合はA3、通所型サービス
の場合はA7）においては、給付割合に応じたサービスコードが設定されているため、請求の際に、
給付割合（給付率）に応じたサービスコードを選択する必要があります。

サービスコード
サービス内容略称 給付率

合成
単位数種類 項目

A7 1001
通所型独自サービス一体Ⅰ

90％ 1,391

A7 1002 80％ 1,391

＜例＞市基準型通所サービスのサービスコード（抜粋）

1割負担の場合 → 「 A7 1001 」を使用

2割負担の場合 → 「 A7 1002 」を使用

２ 総合事業のサービスコード等 サービスコードの留意点（１）
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率を規定するサービス（介護職員処遇改善加算）を算定する場合

市基準型サービスのサービスコードでは、率を規定するサービス（加算）を設定することができま
せん。 そのため、介護職員処遇改善加算を算定する場合は、あらかじめ定められたサービスコード・

単位数を使用します。

＜例＞市基準型通所サービスで、「通所型独自サービス一体Ⅰ」及び「運動器機能向上加算」に加えて、
「介護職員処遇改善加算（Ⅰ）」を算定する場合に使用するサービスコード（給付率90％の場合）

サービスコード
サービス内容略称 給付率

合成
単位数種類 項目

A7 1001 通所型独自サービス一体Ⅰ 90％ 1,391

A7 1032 通所型独自サービス運動器機能向上加算（市独自） 90％ 300

A7 1131 通所型独自サービス処遇改善加算Ⅰ１ 90％ 56

A7 1331 処遇改善加算Ⅰ（運動器機能向上加算（市独自）分） 90％ 12

サービス本体に係る
処遇改善加算分

＋

＋

＋

加算に係る
処遇改善加算分は
専用のコードを使用※国基準型サービスでは、総合事業のサービスコード（A6）を使用しますが、

算定方法は従前の予防給付と同様です。

２ 総合事業のサービスコード等 サービスコードの留意点（２）
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３．その他留意事項
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月途中での契約開始の場合は、日割りでの算定となります

日割り算定の対象事由（抜粋）

総合事業の訪問型サービス・通所型サービ
スにおいては、日割り請求の対象事由が、従
前の介護予防訪問介護・介護予防通所介護と

異なります。

例えば、月途中において、利用者と契約開
始した場合は、契約日を起算日として、日割
りで算定することとされています。

また、契約解除の場合も、契約解除日を起
算日として日割りで算定することとなります。

詳細は、平成28年3月31日付厚生労働省事

務連絡「介護保険事務処理システム変更に係

る参考資料の送付について（確定版）」の

Ⅰ介護報酬改定関係資料の資料9を参照して

ください（WAMNETに掲載されています）。

３ その他留意事項 日割り算定について
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サービス提供体制強化加算

○対象となるサービスは、【国基準型通所サービス】のみ。

○2月までの実績にて届出を行う。

○届出に関するスケジュールは、別途、町田市ホームページでお知らせします。

介護職員処遇改善加算

○対象となるサービスは、【国基準型訪問・通所サービス】と【市基準型訪問・通所サービス（一体型）】のみ。

○当該加算については、平成29年度介護報酬改定により、区分の追加及び加算率の変更が予定されています。
これに伴い、届出の様式の変更や届出のスケジュールについても、通常とは異なる取扱いとされる予定です。
そのため、届出の様式等については、関係通知等が発出され次第、町田市ホームページでお知らせします（平成
29年1月30日 介護保険最新情報Vol.580参照）。

○届出先はサービスによって異なります（平成28年4月18日 介護保険最新情報 Vol.546参照） 。

サービス名 状況 サービス
コード

届出先

国基準型通所サービス みなし指定 A６ 東京都

国基準型通所サービス みなし指定外・総合事業のみ実施 A６ 町田市

国基準型通所サービス みなし指定外・介護給付も実施 A６
東京都

（写しを町田市へ）

市基準型通所サービス
（一体型）

― A７ 町田市

介護職員処遇改善加算の届出先（通所型サービス）

※区分の追加に伴い、新しい区分に対応した事業費算定に係る体制等に関する届出書（加算様式1）、事業費
算定に係る体制状況一覧表（加算様式1別表）の提出も必要となります。

３ その他留意事項 加算について（サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算）
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申立事由
申立理由

番号

請求誤り（請求誤りによる実績の取り下げ） 02

その他の理由による実績の取り下げ 99

３ その他留意事項 過誤申立てについて

過誤申立事由コード

○総合事業でも、国保連の審査において一度決定された請求に誤りが判明し、取り下げる場合は、
保険者（町田市）を通じて国保連に過誤申立てを行う必要があります。

○申立ての様式は、介護予防給付のものと異なります。新しい様式は、平成29年４月に町田市
ホームページで公開予定です。

○総合事業のサービスに係る様式番号は10となります。

サービス種類 様式番号

訪問型サービス、通所型サービス 10

介護予防訪問介護、介護予防通所介護 11

様式番号
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被保険者証

事業対象者についても、従来のものと同じ台紙（青色）の被保険者証が発行されます。記載内容は以下のとおりです。

※イメージ
事業対象者

平成29年４月1日

平成29年４月1日～

区分：事業対象者

5,003 単位 〇〇高齢者支援センター

平成29年2月15日

平成29年4月1日～
1月当たり

３ その他留意事項 被保険者証と負担割合証について

負担割合証

事業対象者についても発行されます。用紙や記載内容はこれまでのものと変更ありません。

認定年月日
：チェックリスト実施日

有効期間：終期なし

区分支給限度額

ケアプランを作成する高齢者支援
センターの名称と居宅の届出日

※

イ
メ
ー
ジ

区分支給限度基準額
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○総合事業に関する過去の説明会資料や
Q&A等を掲載しております。適宜ご参
照ください。

○町田市HP 「介護予防・日常生活支援
総合事業について」

（トップページ＞医療・福祉＞高齢者
のための福祉＞事業者の方へ＞介護
予防・日常生活支援総合事業につい
て）

３ その他留意事項 町田市ホームページでの資料等の掲載

https://www.city.machida.tokyo.jp/
iryo/old/jigyosyanokatae/sogojigyo
/index.html
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４．今後の予定
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今後の予定

平成29年 3月3日 質問票の提出締切り（FAX・メール）

3月中 質問への回答（町田市ホームページへ掲載）

3月31日 指定申請の受付期限（平成29年5月サービス開始分）

4月1日 総合事業開始
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